
令和７年度
藤里町住宅リフォーム支援事業

藤里町では、住宅投資による町内経済の活性化や、住宅の耐震性・耐久性の向上など、安全・
安心で快適な生活が営めるよう居住環境の質の向上を推進しています。

〈 制 度 概 要 〉

住宅の増改築・リフォーム工事に対し

工事費の１０％・最大１５万円を
補助します。

※過去に申請をした方でも補助限度額の１５万円に達していない場合、
残額分に関して申請する事ができます。

例

※１５万円（限度額）－７万円（過去に申請）＝８万円（残額分）

過去に...
７０万円の工事を行い、
７万円の補助金を申請した

Ｒ７で...
リフォーム工事を行い、
８万円の補助金を申請する

その他、詳細事項に関しては２Ｐ以降をご確認ください。



原則は秋田県の住宅リフォーム推進事業に準ずるため、県補助金の要件もご確認ください。

要 件

補助対象者

藤里町の住民基本台帳に記載され、補助対象者及び同一世帯の親族が当町の
町税等を滞納がなく、次のいずれかに該当する者
①持ち家住宅のリフォーム等工事を行う者
②親または子が所有し自ら居住する住宅のリフォーム等工事を行う者
③親または子の持ち家住宅のリフォーム等工事を行う者
④対象者が所有する住宅で、親または子が居住する住宅のリフォーム等工事
を行う者

※②、③、④の「親」には対象者の配偶者の親を含む

補助対象住宅

藤里町内の住宅で工事着手時に新築後一年を経過しており、賃貸住宅及び賃
貸の予定のない住宅で、次の要件を満たす住宅
①一戸建て住宅（住宅用の車庫・物置含む。併用住宅の場合は住宅部分の延
べ面積が建物全体の面積の１/２以上であること。ただし、この場合は車
庫・物置の面積を含まない）

補助対象工事

次の全ての要件を満たす工事
①住宅部分のリフォーム等工事に要する費用が５０万円（消費税等含む）以
上であること

②「藤里町住宅リフォーム支援事業認定工事店」の認定を受けた町内の業者
が施工するものであること。HPで認定工事店一覧を掲載しています。

③令和７年４月１日以降に工事着手するものであって、令和８年 3月１３日
までに事業完了実績報告書の提出ができる工事であること

補助対象外
工事

次に掲げる工事に要する費用については補助金の対象外とする
①公共工事の施行に伴う補償費の対象となる工事
②門・塀等、いわゆる外構工事（別棟の住宅用車庫、物置は除く）
③他の補助制度を利用する場合で、重複計上が認められない費用
④藤里町環境浄化促進助成金（下水道助成）を受給している場合に、その助
成金の算定となった対象箇所の工事

⑤その他、補助金の交付が適当でないと認められる工事及び工事費用
補助額 対象工事に要する費用の１０％（千円未満切り捨て）で上限１５万円



〈 対 象 工 事 一 覧 〉
・下記の工事は一例です。詳しくは生活環境課にお問い合わせください。
・他の補助金を利用した工事箇所は、対象工事から除外されます。

○申請の流れ

No. 対象 工事内容 備考

１ ○ 屋根の張替・塗装、外壁の張替

２ ○ 部屋の新設・間仕切りの変更

３ ○ 壁紙や床の張替などの内装工事

４ ○ 耐震補強・改修工事

５ ○ 窓・ガラス・網戸の取付・交換

６ ○ 室内の建具等の交換

７ ○ 外壁・屋根・天井等の断熱化工事

８ ○ バリアフリー化工事（手すりの設置・段差解消等）

９ ○ 風呂・トイレ・台所等の水回り改修

１０ ○ 畳の取替え

１１ △ 電話・インターネットの配線や配管工事 増改築・内装が伴う場合は○

１２ △ 防腐・防蟻処理 部材交換などが伴う場合は○

１３ × 別棟の車庫・物置の設置及び増改築

１４ × 造園・門扉・ブロック塀等の外構工事

１５ × 住宅用太陽光発電システムの設置

１６ × 公共工事の施工に伴う補助費の対象となる工事

１７ × 電気自動車用の急速充電器の設置

１８ × 補助対象世帯以外の居住者の専用居室の改修
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申請書提出先及び問合せ先
〒018-3201 藤里町藤琴字藤琴８番地
藤里町役場 生活環境課 生活環境係
TEL 0185-79-2115
TAX 0185-79-2116

〈 必 要 な 書 類 〉
・様式は町HPよりダウンロード可能です。

書 類
認定工事店
申請

（業者向け）

①認定工事店認定申請書（別記様式）
②個人の場合→「住民票の写し」
法人の場合→「登記簿謄本」

補助金
交付申請

①補助金交付申請書（様式第１号）
②工事請負契約書または請書の写し
③補助対象工事を行う住宅の外観全景及び工事部分の着手前の写真
④併用住宅の場合、住宅の延べ床面積が１/２（住宅用車庫、物置の面積を
除く。）以上であることがわかる図面

⑤建築基準法第６条の規定で確認が必要な場合は確認済証の写し及び図面
⑥申請者と居住者住所が異なる場合、居住者の住民票及び申請者と居住者の
親子関係が確認できる戸籍謄本（申請日前３ヶ月以内のもの）

⑦その他町長が必要と認める書類

完了実績
報告書

①完了実績報告書（様式第５号）
②工事を行った住宅部分の施工中及び施工後の写真
③建築基準法による確認済証を受けた工事にあっては検査済証の写し
④工事内容の変更により、補助金額の変更が生じる場合は、工事請負変更契
約書または変更請書の写し、変更後の工事内訳明細書の写し、変更部分に
係る工事着手前の写真

⑤工事費用に係る領収書の写し
⑥補助金交付請求書（様式第８号）
⑦その他町長が必要と認める書類


